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一
大正大学学術研究助成一覧
（共同研究）
＜新規＞
徳目の倫理としての
「いのち」「こころ」の教育を蓄積・展開するための基礎研究
研究代表者　滝 沢 和 彦
共同研究者　渡　邊　健　治
本土沖縄間交流による宗教的文化要素の変容に関する調査研究
研究代表者　村 上 興 匡
共同研究者　佐　藤　壮　広
東日本大震災後の社会・地域文化復興における
宗教者・宗教団体の役割に関する調査研究
研究代表者　寺 田 喜 朗
共同研究者　星　野　英　紀
日韓仏教文化交流に関する調査研究
研究代表者　加 島 　 勝
共同研究者　副　島　弘　道
塚　田　良　道
伊　藤　宏　之
倉　西　憲　一
（個人研究）
＜新規＞
旧東欧におけるスピリチュアル文化の展開
――ブダペストを中心とした仏教運動について――
研究者　弓 山 達 也
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二
研 究 課 題
徳目の倫理としての「いのち」「こころ」
の教育を蓄積・展開するための基礎研究
研究代表者 滝沢　和彦（人間学部教育人間学科　教授）
１．研究目的
本研究は、滝沢を代表者として科学研究費補助金の交付を受けた平成 21
～ 23 年度（挑戦的萌芽研究）「「いのち」「こころ」の教育に地域文化を活
かすための基礎的研究」を背景としている。「いのちの教育」「こころの教育」
と総称される教育の必要性が、特に近年指摘されながらも、そうした教育を
いざ展開しようとすると宗教教育、特にいわゆる宗教的情操教育との関わり
が問題とされ、いわゆる「政教分離」の観点から公立学校でこれを行うこと
に対して批判されることが多かった。また、特定の徳目の教育が価値観の教
え込みになり、個人の思想信条の自由を侵害するのではないか、との議論も
あった。これらの教育について、地域文化、特に伝統文化と関わらせること
で無用の軋轢の生じる可能性を軽減できるのではないか。そのヒントになる
実践事例を集めて特徴を分析し、より多くの人・学校が参照できる形に整理
できないか、というのが研究を始めたそもそもの問題意識だった。
上記研究では、地域文化・伝統文化を学校運営（特色ある学校づくり）に
活かす視点、地域の社会活動との関連で「いのち」「こころ」の教育を考え
る視点、地域の伝統文化との関連で「いのち」「こころ」の教育を考える視
点等を提出し、それぞれの実践事例の特色を分析した。しかし同時に明らか
になったことは、こうした実践例の多くが互いの連関を意識することなく蛸
壺的に各地域でバラバラに行われているためにその理論的・実践的蓄積がほ
とんどなされていない、加えて担当者の異動とともにせっかくの報告書等も
埋没・散逸してしまっている、という事実であった。こうした現実を前に、
報告書等の資料の収集とともに、道徳的思考（判断）の原理的構造にまで遡っ
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て多様な実践事例を類型的に整理・分析する作業の必要性が認識され、その
ためのヒントとしてアリストテレスの道徳的三段論法に注目した。その結果、
近年の道徳教育をめぐる議論の焦点の一つが道徳的三段論法における「大前
提」（徳目、人間の生き方の原理・原則）の明確化にあることを明らかにし
たのである。
今回の研究では、こうした成果を出発点に置きながらも、改めて「いのち」
「こころ」の教育を蓄積・展開するためにはどのような条件を満たすことが
必要か、という観点から、特に教育内容としての「徳目の倫理」に注目して
実践事例の特徴を明らかにすることを目的とした。
２．研究方法
上記問題意識にもとづいて、「いのち」「こころ」の具体的な事例について、
報告書収集、聞き取り調査を行い、道徳的思考の構造を踏まえて実践的な徳
目の教育として活用する、という観点から分析する。具体的には、先の研究
と同様、
（１）全国で行われてきた「いのち」「こころ」の教育の実践事例を（特に、
地域文化の活用に注目しつつ）リストアップし、刊行された書物や報告
書等を収集する。
（２）特に他の学校へのヒントの提供という観点からいくつかの地域・学校を
選んで、よりインテンシブな聞き取り調査を行う。
（３）研究協議会を開き事例を分析する。これを再帰的に（１）、（２）に活か
すこと、新たな事例の掘り起こしなどを行うことにより、螺旋的に議論
を深めてゆく。
（４）あわせて、「徳の倫理学」の研究動向について概観するとともに、この
動向を受けた道徳教育論についても資料の収集に努めた。
以上の手続きで研究を進めた。三
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３．研究成果と公表
（１）成果について
実践事例の収集については、書物や雑誌等で紹介された学校や文科省及び
教育委員会による研究指定校の情報等を手がかりにしたほか、「学びの共同
体」をはじめとして特色ある実践に取り組んでいる学校について行い、複数
の学校では授業参観を行った。また、聞き取り調査については、全国学力調
査の結果にも注目して秋田県と沖縄県から対象校を選び、また前回の科研費
研究時からの定点観察校として宮城県の小学校も含めることにした。
今回の資料収集と聞き取り調査を通して、「いのち」「こころ」の教育を蓄
積・展開するために考慮すべき論点として、以下の二点を確認した。
第一に、「いのち」「こころ」の教育を含む道徳教育を学校の全教育活動に
おいて位置づける、という視点である。学習指導要領でも「学校における道
徳教育は，道徳の時間を要として学校の教育活動全体を通じて行うもの」と
明記されているのであるが、これまでの各地の実践例では意外にもこの点が
必ずしも明確ではないことが多かった。今回訪問した学校で華々しい成果を
挙げている学校はいずれも、学校の全教育課程における道徳教育（生徒指導）
を明確に位置づけているのが特徴的である。「教育活動全体を通じて」とは、
同一学年の教科・領域の枠を超えて、という意味と、全学年を通して、とい
う二重の意味があるが、例えば、渡邊論文が報告している勝連小学校を典型
的な事例として挙げることができる。同小学校では「平和教育において教科・
領域を超えた合科的活動を取り入れ、共通実践項目を設定し、全教育活動を
通して、『思いやりの心』を小学校１年生から６年生までの発達段階に応じ」
「低学年では生命尊重、中学年では自己・他者理解、高学年では平和尊重」
を扱うように編成しているのである。この他にも、各教科等においては培わ
れるべき道徳的価値を明示し、例えば社会科の研究授業指導案にも当該時間
に関わる道徳の内容項目を記載する中学校も注目すべき事例である。
第二に、地域との連携という視点である。これまた、平成 8 年の中教審
答申で謳われ、改正教育基本法でも「学校、家庭及び地域住民等の相互の連
携協力」について条文が新設されたのであるが、その取り組みについては各
四
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地区各学校で誠に千差万別なのが現状である。
特に沖縄県については、学力テストの成績が全国最下位であることの理由
として、子どもたちの基本的生活習慣が確立していないこと、その原因とし
て保護者の教育意識が低いこと、その結果親の地域行事への参加率も全国最
下位であること、等が指摘されている。しかし、今回訪問できた学校では事
態は全く逆であり、中でも那覇市立石嶺中学校では、学校と保護者や地域と
の連携について誠に充実した多様な取り組みがなされていた。同校の先生方
は授業研究部、特別活動部、総合学習部、生徒支援・地域連携部に分かれて
研究と実践を進めているのだが、特に注目されるのが多様な地域連携である。
学区には元からの住民と新たに造成された那覇市最大の市営団地、そして国
立大学医学部関係者や国家公務員の宿舎が混在し、貧富の差が激しく、学業
不振や、深夜徘徊等の問題行動も少なくなかったという。ただ、そういう新
しいコミュニティだからこそ、学校を支えて地域の一体性と伝統を創造した
い、との住民も少なくなく、伝統行事の旗頭活動やエイサーの指導に地区関
係者が自ら関わってくれていた。これに、現在の校長先生が２年前に赴任さ
れてからは、「学社融合・地域協働」の理念を学校経営の基本に据えて、確
かな学力の向上のための「わかる授業」とともに「保護者、地域との連携に
よる生徒の居場所づくり」に取り組んできたのである。同中学校には地域連
携室なる部屋があるが、この鍵を学校は持っておらず、自由に地域の人たち
が出入りしている。地域住民による伝統行事の指導、その結果として地域行
事への多数の子どもの参加、退職教員による学校支援ボランティアの積極的
な活用、地域のゲストティーチャーによる福祉・平和・進路等の講話、等々
が実施されている。５匹のヤギ、チャボ、ウサギ等も地域から提供され、特
別な支援を必要とする生徒のためのアニマルセラピーに一役買っている。屋
上菜園を活用しての「食農教育」、校内緑化、挨拶運動でも地域の人材が活
躍している。これらは全て、一見したところ特に新奇というわけではないが、
それらの多様な試みが校長先生の強力なリーダーシップのもとで統合されて
１＋１が２以上の力を発揮している。具体的成果として、22 年度 20 名以
上いた不登校が 23 年度は３名、24 年度は１名に激減したそうである。
以上、今回の訪問校における典型例を通して見た二つの視点は、既に述べ
五
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たようにどちらも以前からいわれていたものである。ただ、「いのち」「ここ
ろ」の教育（広く「道徳教育」といってもよい）が単に「道徳」の時間だけ
で完結するものではなく、また学校外の様々な資源を活用することが奨励さ
れ着実に成果を挙げている現状を踏まえると、先に述べた道徳的思考（判断）
の論理における教育内容の明確化とその蓄積として「いのち」「こころ」の
教育の蓄積・展開の問題を考える視点が改めて浮き彫りにされた、と考える。
かつて筆者は「徳目への回帰？」と控えめに書いたが、今や「徳目を「教え
る」ことが道徳教育の基本である」（貝塚茂樹氏）と堂々と主張されるよう
にもなった。個々の授業や取組みにおいて、どのような教育内容（道徳的価
値＝徳目）が教えられ、それが学校の教育活動全体の多様な活動の中でどう
蓄積されているか（あるいは、いないか）。これを具体的事例に即して検証
していく作業が次の課題であると考えている。
（２）成果の公表について
現時点での研究成果として、以下のものがある。
①滝沢和彦「『いのち』『こころ』の教育の蓄積・展開のために――その二つ
の課題――」
（滝沢和彦（編著）『徳目の倫理としての「いのち」「こころ」の教育を蓄積・
展開するための基礎的研究・報告書』（2013 年）、所収予定）
②渡邊健治「勝連小学校の平和教育について」（同上）
③齋藤知明「『いのちの教育』は小中学校でどのように実践されているか」（同上）
④滝沢和彦「教育課程研究の動向」、森山賢一（編著）『教育課程編成論』学
文社（2013 年 4 月）、所収
⑤齋藤知明・子どもといのちの教育研究会第 14 回大会ラウンドテーブル企
画「道徳副読本に見られる「生命尊重」「畏敬の念」」（2013 年 3 月）
六
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七
研 究 課 題
本土沖縄間交流による
宗教的文化要素の変容に関する調査研究
研究代表者 村上　興匡（人間学部教育人間学科　教授）
１．研究目的
現代沖縄、特に都市部において仏式葬儀慣習や葬祭業者の関わりなど、従
来見られなかった本土的な死者慣行が急激に広まる一方で、家筋や墓地の意
識などの伝統的要素が形を変えながら根強く残されていることが明らかと
なっている。本土的慣習の普及を、単に移入ととらえず、本土的慣習と沖縄
的慣習の相互作用ととらえる必要があると考え、自らの社会的、文化的慣習
を本土にあわせて新しい形を作り出すことを「沖縄化」とすると、死者慣行
にとどまらず、今日の沖縄の社会や文化で起こっている変化の多くを「本土
化」と「沖縄化」の相互作用としてとらえられることがわかる。
本研究では、「本土化」と「沖縄化」の相互作用をより、全体的にとらえ
ることを目的として、（ａ）沖縄文化要素が本土的になっているように見え
るものとして、①民間宗教者（ユタ）：（佐藤）と②葬送墓制：（村上）、（ｂ）
沖縄的文化要素の本土への影響が大きいと見えるものとして、③戦争体験の
伝承と供養活動：（佐藤）、④沖縄的文化要素の観光事業への活用：（村上）
の４つを分析対象とした。４つそれぞれに対して、「（ⅰ）本土内沖縄コミュ
ニティにおける本土的文化慣行の受容」、「（ⅱ）本土からの影響を受けた「沖
縄」的文化慣行の沖縄への再移入」の両側面からの調査を行う。ただし、単
年度での研究であるので、（ａ）については、「②葬送墓制」における変化を、
（ｂ）については「③戦争体験の伝承と供養活動」における変化を、重点的
に取り扱うこととした。４つについて、「本土化」と「沖縄化」の両面から
の分析考察を行い、おのおのの情報を研究協議会で共有し、相互に比較検討
を行うことによって、「本土化」と「沖縄化」のダイナミックな相互作用を
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八
分析、考察することを目指した。
２．研究方法
これまでの沖縄文化研究では、沖縄を独特な文化として見るのはもちろん、
その変化のあり方を、本土側の変化を基準として解釈することが多かった。
本研究では、沖縄内部からの視点を加えることを目的として、研究協力者と
して、沖縄在住で家族社会学を専門とする沖縄国際大学非常勤講師、具志堅
邦子を加え、沖縄側から見た変化の質についても分析、考察することを目指
す。沖縄文化の基盤を形成する、琉球王朝的な文化要素とシマ社会的な文化
要素のそれぞれの変容という、内的なダイナミズムにも注意を払いながら調
査、分析を進める必要があると考えた。
（１）本研究は、大きく３つの部分に分けられる。
①本土内沖縄コミュニティにおける本土的文化慣行の受容
②本土からの影響を受けた「沖縄」的文化慣行の沖縄への再移入
③前述２つの比較による「本土化」「沖縄化」の意味の分析
（２）これらについて考察するために、具体的には、次の４つの領域について
調査を行うこととし、それぞれ主担当者と助言者（研究協力者）を定めた。
研究統括は村上興匡が行い、沖縄の社会変化への研究視角からの助言を行
う研究協力者として、具志堅邦子（沖縄国際大学非常勤講師：沖縄家族社会
学）、小熊誠（神奈川大学：沖縄民俗学）の２人が参加した。調査補助者として、
長谷部八朗（駒澤大学教授：民間宗教者（ユタ））、武田道生（淑徳大学准教
授；葬送墓制）、塩月亮子（跡見学園女子大学教授；観光事業）、山梨有希子
（大正大学非常勤講師；宗教間協力研究）。
研究方法としては、調査対象と調査スケジュールの検討、各調査対象の検
討と確認、情報と研究視点の共有を行うための全体の研究協議会を行いつつ、
各班ごとに現地調査（聞き取り調査、参与観察調査、資料収集）を行う。効
率的に調査を進めるためには、あらかじめ用務先とのアポイントメントを取
り、効率的に調査を進める。また、調査結果に基づき、研究協議会における
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九
協議、分析の過程において、新しい知見、より有効な研究アプローチが見い
だされた場合にも、すみやかに研究対象および研究方法の修正を行い、次の
調査を行うこととした。
３．研究成果と公表
（１）研究成果
全体会議を年３回（６月、９月、１月）に行い、夏期休業期間（８～ 10
月）に第１回調査、学年度末（２～３月）に第２回調査を行う予定であった
が、８月に関係学科の同僚教員の急病により、予定されていた夏期現地調査
を行うことができなかった。 
急遽予定を変更し、研究分担者（佐藤）と研究補助者（塩月、山梨）により、
沖縄県観光振興地区調査、沖縄における遺骨収集（NPO ガマフヤー）活動
および賛助団体調査についての調査を先に行うこととなった。その調査結果
を踏まえ、葬送墓制に関する文献資料収集を行ったところ、沖縄においては
地域開発に伴って墓地問題が大きな問題となっており、墓地に関する行政権
が県から市町村に移譲されたことに伴って、従来の沖縄的な伝統と異なり、
墓地地域を制限する動きが出てきていることがわかった。
こうした調査結果について、９月の全体会議において報告がなされた。そ
こでの議論として明らかとなったのは、観光開発にせよ、墓地行政にせよ、
戦争死者の遺骨収集活動にせよ、問題になっているのは「従来の伝統的文化
要素を、現代の状況によりふさわしい形に、いかに再配置するか」という問
題であり、相互に関連している。その文化戦略は、本土からの影響を強く受
けながら、本土と同様の慣行になるのではなく、また従来の慣行そのままで
もない「沖縄的慣行の再生産」ともいうべき、「本土化」と「沖縄化」の相
互作用としてとらえうることがわかった。
そこで、現在、地域開発に伴う文化慣習の変化の中に見られる、外来から
の影響（「本土化」）と沖縄的文化要素（「沖縄化」）のダイナミズムを解明し、
沖縄的文化要素の現代的変容の意味について明らかにすることを目指すこと
に、研究対象、視角の修正が行われた。
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新たな研究視角により、２月には、観光事業（塩月）、墓地行政（村上、武田）、
戦争死者遺骨収集事業（佐藤、山梨）について合同調査を行った。
①沖縄的宗教文化要素の観光への活用
現在、本土では「沖縄的」なものの流行現象が見られる。古琉球の文化慣
習であったり、沖縄的な家族関係であったり、シャーマニスティックな霊的
慣習であったり様々だが、地元では沖縄的文化要素を積極的に観光資源と
して活用しようとする動きがある。南城市は、「ECO SPIRIT RIDE&WALK in 
NANJO」と銘打ったスポーツイベントを行い、こころと身体の健康との関
連性を軸に、琉球王朝時代の先人たちの精神文化に触れる企画を実施した。
また池上永一の小説を題材にした「テンペストツアー」なども企画している。
いずれも多くの参加者があり、それに伴って同市内の他の観光施設へのさら
なる集客の掘り起しにも成功している。しかし、その一方で、世界遺産のひ
とつとなった斎場御嶽では、観光地化により、その聖地的な性格がそこなわ
れるなど、伝統的な宗教慣習自体が変化を余儀なくされるなどデメリットも
あることが明らかになった。
②地域の墓地に関する意識と墓地行政のあり方
観光業を中核とした沖縄の産業振興策により、那覇周辺の市町村へ大きな
人口流入がつづいているが、それに伴って墓地の問題が大きくなっている。
従来の伝統的な沖縄墓地は、本土と異なって個人所有であり、比較的大きい
ものであった。都市周辺での墓地需要の増加により、識名霊園周辺等で見ら
れるように、墓域が無秩序に拡大して生活地域を蚕食する現象が起こって、
地域開発の大きな妨げとなっている。従来、沖縄では県の所轄であった墓地
の認可などの墓地行政が、2012 年４月から市町村へ移譲され、多くの市町
村で墓地行政の基本的な方向を示す「市町村墓地基本計画」の策定が進んで
いるが、「個人墓が無秩序に散在」し「生活環境の悪化や無縁墳墓による都
市計画への障害が発生する」事態に対応するために、本土と同じように「個
人墓禁止区域」や「墓禁止区域」を設けて、墓地乱立の規制を強めていく傾
向が強いことがわかった。
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③戦争死者の遺骨収集活動
那覇周辺地域では、人口増加と相まって、新しい商業地域など都市再開発
が盛んに行われている。開発工事に伴って、多くの戦争死者の遺骨が「出現」
することになる。たとえば那覇市真嘉比地区で、遺骨・遺品の収集作業を雇
用改善の問題と絡めて行っているボランティア団体「ガマフヤー」は、沖縄
社会の問題として「戦争死者の遺骨」の問題を考える（沖縄化）。一方で、
金光教をはじめ本土の様々な宗教団体が、戦争死者の遺骨を収集活動のため
に沖縄入りするとともに（本土化）、遺骨をめぐって現地の各宗教団体が緩
やかな連携するという動きも見られる（沖縄化）。こうした丁寧な遺骨収集
は開発の妨げになるとして、地域住民から必ずしも支持されない場合もある。
（２）研究成果の公表
2013 年２月 19 日に大正大学で行われた、大正大学宗教学会 2012 年度
秋期大会において、パネル「沖縄の地域開発と宗教的文化要素の変容――観
光、墓、戦死者慰霊の本土化・沖縄化――」と題して、塩月、村上、佐藤が
研究成果の報告を行い、池上良正（駒澤大学教授）からコメントをいただいた。
2013 年度科学研究費補助金（基盤研究Ｃ）うけた研究として「沖縄の地
域開発と宗教的文化要素の変容――観光、墓、戦死者慰霊の本土化・沖縄化」
を継続し、その成果については、学会発表、学術報告書の作成を行う予定と
なっている。
一一
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一二
研 究 課 題
東日本大震災後の社会・地域文化復興における
宗教者・宗教団体の役割に関する調査研究
研究代表者 寺田　喜朗（文学部人文学科　准教授）
１．研究目的
本研究は、東日本大震災（震災発生から復旧・復興へのプロセス）におけ
る宗教者・宗教団体とコミュニティの関係について調査研究を進め、そのデー
タに即して、地域社会における宗教の役割、現代社会における宗教の有用性・
存在意義について考察を進めることを目的とする。
具体的には、【Ａ】震災による様々な地域社会の危機に対し、宗教者・宗
教団体（仏教・神道・キリスト教・新宗教）はどのような対応・取り組みを行っ
たか。【Ｂ】震災は、地域の伝統文化へどのような影響を与え、復旧・復興に伴っ
て伝統文化（儀礼・祭礼・芸能等）はいかに再建・再興されたか。そこにお
いて宗教者・宗教団体はどのような役割を果たしたか。【Ｃ】相対的に短期
日に自発的・私的に遂行された【Ａ】の取り組み、中長期的な時間幅でコミュ
ニティ単位で共同的に遂行されつつある【Ｂ】の様相を総合的に検証するこ
とによって、現代社会における宗教の公益性、および社会関係資本としての
有用性を具体的なデータに則して考究することを目指す。
このうち、本年度は、【Ａ】に焦点を当てて研究を進めていくことにする。
まずは、被災地における宗教者・宗教団体の具体的な対応・取り組みをトレー
スし、その教団的・宗派的な特質を明らかにすることを課題とした。
２．研究方法
本研究は、文献調査と聞き取り調査を併用し、マルチ・メソッドで推進す
る。被災地域に関する資料、各宗教に関する文献資料を収集すると共に、教
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団・地域とラポールを形成し、調査研究を進めていく。教団研究については、
伝統仏教・神社神道・キリスト教・新宗教諸教団のそれぞれを担当する調査
研究グループをつくり、研究協力者の支援を受けながら聞き取り調査を進め
る。また、これと並行して、関連団体、対象地域と関連が深い研究者・関係
者を外部講師として招聘し、情報を収集する。本研究は、現在進行形で進展
する非常にデリケートな問題を扱うものであり、複数年に亘る研究計画を立
案している。特に現地調査については、慎重な対応を心がけることにする。
以上の研究計画を現実化するために寺田喜朗（研究代表）、星野英紀、弓
山達也、村上興匡の本学教員に加え、齋藤知明（大正大学）・星野壮（大正
大学）・小川有閑（国際宗教研究所）・川副早麻理（早稲田大学）・藤井麻央（國
學院大學）等の学内外の若手研究者・院生の助力を仰いだ。
本年度は、調査フィールドにいわき市を選定した。月に一回のペースで研
究会を開催し、また、そこに高木竜輔（いわき明星大学）等、いわき市をフィー
ルドに研究を進める外部講師を招聘した。現地調査は、総合的な教団調査を
７月末に実施した。震災被害（原発問題を含む）の実態、および被災地の復旧・
復興、住民の移動とコミュニティの再編をトレースしながら、いわき市周辺
において①仏教・神道・キリスト教・新宗教（諸宗派・諸教会・諸教団）の
宗教者・宗教団体はどのような支援活動を行い、②地域コミュニティの中で、
いかなる役割を担っているか（いないか）、また、どのような期待を受けて
いるか ( いないか )、③東日本大震災は被災地の宗教伝統にどのような影響
を与えているか（葬送・祭礼・芸能等といった伝統的な宗教文化の頓挫・消
滅・再興・再編）、ということについて聞き取り調査を行った。本年度、集
積されたのは、主に①に関する情報であった。
３．研究成果と公表
（１）研究の成果　
いわき市は、東日本大震災において震度６弱を記録し、ついで海岸線は最
大９m 近くの津波に襲われた。死者は認定された関連死を含めると 410 人
に上る。建築物は、全壊が 7,863 棟、半壊状態が 32,000 棟以上、一部損壊
大正大學研究紀要
　
第九十九輯
190
一四
が 50,000 棟近くに上った。同地では、震災を期に、大規模な人口移動が起
こった。海岸沿いで被災した市民約 8,600 人は、市内中央部の仮設住宅や
借上住宅に移住し、同時に、市内から市外へ避難した人も 7,700 人以上存
在する（放射能被曝を恐れての避難）。原発避難地域である双葉郡八町村（広
野・楢葉・富岡・大熊・双葉・浪江の各町と川内村・葛尾村）からの避難者
は、2012 年７月現在、約 23,000 人を数える。
いわき市には、仏教・神道・キリスト教・新宗教の主要な宗派・教団の施
設が点在しているが、伝統仏教は、真言宗智山派・浄土宗に属す寺院が多い。
市内南部には、神葬祭地域も見られる。新宗教の施設は市内中央部の商業地
域に多く立地し、キリスト教会も人口密度が高い地域に立地している。震災
発生直後には、上記の宗教団体・宗教者を中心とした支援活動が行われた。
以下では、紙幅の都合から浄土宗と天理教・創価学会の対応・取り組みを
紹介したい。
浄土宗については、福島教区浜通り組青年会（以下、浜浄青と略す）の支
援活動を中心に調査を行った。浜浄青では震災直後の４～５月に避難所での
炊き出しを実施した。その際、東京で路上生活者支援を行なっている浄土宗
僧侶と浜浄青会長とのつながりが、迅速な対応、ならびに一般ＮＰＯと浜浄
青との協働という形に帰結した。避難所が閉鎖された後の９月からは、毎週
仮設集会所において「浜◯かふぇ」という移動カフェを開催した。仮設内で
の住民同士のコミュニケーションを促すとともに、孤立の防止、ニーズの聞
き取りといった物資面にとどまらない精神的な支援を心がけた。そこでは、
青年会組織を通じて、東京などの他地域から継続的に僧侶が手伝いに入った。
浄土宗では、この他に「ふくしまっ子 SMILE プロジェクト」をスタートさ
せた。これは放射能への不安から外で存分に遊べない子どもたちを京都・滋
賀に引率し、キャンプや湖水浴などを経験させるというものである。いずれ
の活動も一寺院、一僧侶で継続して容易に出来るものではなく、震災以前か
ら地道に築かれていた協力関係が、非常時に強みを発揮し、深化していった
と言える。また、浜浄青の活動は、おそらく、教団からのトップダウンでは
起こり得なかった活動だと思われる。被災地に住み、被災者の境遇を間近で
見て、ニーズを聞きとって生まれたボトムアップ型の活動であった。宗門も、
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社会福祉推進委員会・作業部会が大きな役割を果たし、現地の自主性を尊重
しながら、有効な後方支援を行った。その形態は資金力・組織力のある教団
が、地道な現場の活動を支えるというモデルケースとなり得る可能性がある
と考えられる。
続いて天理教と創価学会の事例を紹介する。
いわき市における天理教の拠点は磐城平大教会（1894 年創立）である（県
内に 23 の分教会を擁している）。震災では、神殿が半壊し、信徒数名が死
傷、直後は３世帯が教会に避難した。その後、原発事故の報道を受け、のべ
200 人を天理市の磐城平詰所に避難させた。４月に入り、市内に信徒が戻
り始めると、当教会内に「いわきひのきしんセンター」が設置され、多くの
ボランティアを受け入れた。12 月まで、のべ 2,829 人のボランティアが駆
けつけたが、かれらの支援活動の舞台は、津波被害が甚大な四倉地区であっ
た。そして、参集したのは、牛込・都・東本という系統の異なる大教会のよ
うぼく（信徒）、および EARTH という主に国外で活動する NPO 団体のメン
バーであった。つまり、従来の導き系統制を超えた経路から多数の支援者が
参集した。
いわき市における創価学会の拠点は、いわき文化会館である。当地では、
1954 年頃から教勢が拡大し、現在では、常磐総県（いわき市と相双地区）
で約１万世帯の教勢を誇る。震災では、人的・建物被害はなかったが、当
日、約 100 人が会館に避難した。翌日、原発事故報道を受け、50km 圏外
のいわき平和会館に移動したが、避難者は 150 人に増えていた。約 10 日間、
平和会館は（行政指定ではない）避難所として機能した。新潟からのおにぎ
り 6,000 個の差入れを皮切りに全国から支援物資が送られ、断水かつ行政
支援がない状況下、非会員十数名を含めた人々を保護した。その後も、本部
から応援職員が派遣され、安否確認・会員掌握が進められるとともに、各地
から送られる支援物資を会員を通じて配布して回った。
天理教と創価学会の活動には、自発的・分散的な支援活動を展開した天理
教と、集権的・計画的な支援活動を展開した創価学会という対照があるが、
継続的かつ積極的に震災対応・地域復興に取り組んだ点は共通している。ま
た、各地の自治体に多額の義捐金を拠出した点（天理教は総額 9 億円、創
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価学会は総額５億 4,000 万円）、教団リーダーのメッセージや慰問が信徒を
大きく活気づけた点も共通している。この部分は、伝統宗教と対照をなす側
面であろう。
阪神大震災に関する研究では、「社会の危機」に際して、宗教教団は「さ
ほど活躍しなかった」「新しい動きを見せることはなかった」と評価された
ことがあったが、今回の大震災では、上記３教団をはじめ、多くの宗教は、
迅速かつ積極的に支援活動に取り組んだ。短期間であっても行政機能を実質
的に代行し、地域コミュニティに対して一定の公益性を発揮した、と評価し
てよいと思われる。
（２）成果の公表
日本宗教学会第 71 回学術大会（於：皇學館大学）においてパネルセッショ
ン「東日本大震災後における＜いわき市＞ と宗教」を企画し、発表を行った。
○星野壮「地域構造と宗教分布――被災・避難地域と新旧宗教の立地――」
○齋藤知明「現地の宗教者の意識と支援活動――高野山真言宗僧侶を中心に――」
○小川有閑「伝統教団内の支援のネットワーク――浄土宗の事例から――」
○寺田喜朗「新宗教の震災対応――創価学会と天理教の取り組みを中心に――」
2013 年度以降も本調査研究は続行する計画である。
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研 究 課 題 日韓仏教文化交流に関する調査研究
研究代表者 加島　勝（文学部歴史学科　教授）
１．研究目的
東アジアの歴史を考えるうえで、仏教の果たした役割にはきわめて大きな
ものがある。教義の普及とともに、伽藍建築や瓦、また仏像や仏具といった
美術工芸など、仏教文化の発展を示すさまざまな文化財が東アジア各地に遺
された。仏教の伝播の過程においては、密接な関係をもった地域もある。と
くに日本列島における仏教文化の系譜を考えるにあたって、隣接する韓半島
は古代から無視できない重要な地域となっている。
平成 23 年６月、研究代表者の加島と分担者の塚田は、大正大学の姉妹提携
校である大韓民国ソウル市の東国大学校を訪問し、同大学附属博物館館長崔應
天氏に面会し、同館所蔵の仏教文化財の調査をさせていただいた。同館には古
代の三国時代から近代の李氏朝鮮時代までの経典や仏画、また仏像、考古資料
など、さまざまな資料が多数所蔵されていたが、その中で三国時代以後の考古
資料と仏教工芸品は、我が国の資料と共通性の高いものでありながら、これま
で日本ではほとんど紹介されてこなかった文化財が多数含まれていることが判
明した。特に注目される資料として高麗時代の石造宝篋印塔１基が挙げられる。
本資料は高さ 1.9m の花崗岩製で、塔身の四面には釈迦本生図が浮彫で表され
ている。韓国において一例しか存在しない宝篋印塔として現在国宝第 209 号
に指定されているが、日本において詳細は紹介されていない。
従来日本の鎌倉時代に流行した宝篋印塔については、中国呉越王の銭弘淑
がアショーカ王の造塔故事にならって 955 年に造成し配布した金銅塔（銭
弘淑塔）が起源となり、それを石造物として模したものとされてきた。しか
し、近年中国福建省や広東省北部において祖形となる宋代の石造宝篋印塔が
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一八
発見され、その型式学的検討が進められるようになり、鎌倉時代に石造宝篋
印塔として伝わった可能性が指摘されはじめている1）。今回東国大学校附属
博物館において確認された石造宝篋印塔は、中国から日本への石造宝篋印塔
の伝播の理解にあたって、これまで考慮されることのなかった注目すべき資
料であり、本資料の存在を加味することによって、中国から東方への伝播過
程の理解に新たな視野が開ける可能性は大きいと考えられた。
加島と塚田の帰国後、崔應天氏は韓国内で本資料に関する研究論文を発表
した2）。崔應天氏は美術史研究の観点から、写真と拓本をもとに中国側資料
との比較をおこない、造形と人物描写は中国からの影響をうけながらも、省
略や独自の技法が認められる点を重視し、本資料が 11 世紀代に属する可能
性を指摘した。また本資料が韓国内において一例しか存在しない理由につい
て、当時の高麗王朝が中国の宋からの冊封を受けていたため、呉越国との直
接的交流が限定されていた可能性を示唆している。このような崔應天氏の研
究を踏まえつつ、石造宝篋印塔が流行した日本側の視点も加えて検討をおこ
なうことは、さらに広い視野での仏教文化の伝播の解明につながる。
そこで本研究においては、日本側の視点からこの宝篋印塔の調査を実施し、
美術史だけでなく、考古学、仏教史等の観点から多角的な検討を加え、詳細かつ
正確な記録を作成するとともに、その意義について改めて考察をおこない、日
韓における仏教文化の交流の一端を具体的にあきらかにすることを目的とした。
２．研究方法
本研究は宝篋印塔をめぐる伝播過程の解明が目的であり、（１）事前協議、
（２）現地調査、（３）収集データの整理と分析、（４）検討会の開催と報告
の執筆の順に研究を進めることとした。とくに（１）事前協議と（２）現地
調査にあたっては、本資料の所蔵機関である東国大学校附属博物館館長崔應
天氏の協力を仰ぐこととした。
（１）事前協議
はじめに崔應天氏に来日していただき、大正大学において韓国における研
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究の現状を報告していただくとともに、あわせて今後の研究の進め方につい
て協議をおこなった。　
（２）現地調査
次に、研究代表者が統括し研究分担者を含めた全員で、韓国内において調
査を実施した。東国大学校附属博物館における調査では、崔應天氏が写真と
拓本によって研究を進めていたのに加え、今回は詳細な写真撮影とともに、
実測図を作成することを目的とした。あわせて本資料の出土地とされる忠清
南道天安市大坪里に所在する伝九龍寺跡の現地調査も実施した。
（３）収集データの整理と分析
現地調査により得られたデータをもとに、①宝篋印塔の形態分析、②本生
図の図像分析、③日韓における宝篋印塔の総合的比較の三点に着目して、美
術史、考古学、仏教史を専門とする研究分担者それぞれの役割に応じ、分析
をおこなった。
（４）検討会の開催と報告
研究代表者、分担者を含めた全員で検討会を開いて問題点の整理をおこ
なった。これを踏まえ、検討結果を反映させた報告文を執筆し、『大正大学
研究紀要』誌上に公表する予定である。
３．研究成果と公表
（１）得られた成果
①大正大学における講演会の開催
平成 24 年６月５日～ 12 日の期間、崔應天氏を大正大学に招き、東京国
立博物館所蔵の銭弘淑塔と関東地方の鎌倉時代の宝篋印塔を見学するととも
に、今後韓国内でおこなう調査計画について協議をおこなった。また６月９
日（土）午後、大正大学７号館 731 教室において「中国の阿育王塔舍利器
の受容――東国大博物館所蔵石造阿育王塔を中心に――」と題する講演会を
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二〇
開催し、中国と韓国の仏教文化の交流について崔應天氏から詳しくお話をう
かがった。講演会当日はあいにくの大雨であったにもかかわらず、研究者か
ら一般も含めた 72 名もの聴講者が来場し、研究テーマの意義を広く普及す
ることができた。
②現地調査　
９月３日～９日の期間、研究代表者の加島勝をはじめ、分担者の副島弘道、
塚田良道、伊藤宏之、倉西憲一、及び調査補助にあたる大正大学大学院生の
白岩大輔、阿部浩紀の合計 7 名により、韓国に赴き、東国大学校附属博物
館所蔵宝篋印塔の調査をおこなった。詳細は以下のとおり。
９月３日、７名全員が飛行機で羽田空港から韓国金浦空港へ移動。午後東
国大学校附属博物館へ挨拶にうかがい、調査の打ち合わせをおこなった。
９月４日は東国大学校附属博物館において全員で石造宝篋印塔に彫刻され
た図像の検討をおこない、調書を作成した後、午後から写真撮影に入る。
９月５日、石造宝篋印塔と拓本の写真撮影。また同時並行で収蔵庫内に保
管されていた塔の台部破片の実測も開始した。写真撮影は塔表面に彫刻され
た釈迦の本生譚、及び仏伝図など細部もおこない、同日夕刻に終了した。
９月６日はバスをチャーターし、崔應天氏と東国大学校附属博物館の丁晟
権先生のご案内で、高速道路を経由して石造宝篋印塔の出土地である天安市
大坪里九龍寺址の現地調査をおこなう。現地の状況については丁晟権先生よ
り関連文献をご教示賜り3）4）、見学に向かった。忠清南道の山に囲まれた狭
隘な谷地の奥に遺跡が立地する状況であり、高麗時代においては首都開城か
ら遠く離れた場所にあることを確認した。その後、九龍寺址出土遺物を所蔵
する国立公州博物館も訪問。同館長の金承熙先生のご高配により、大坪里寺
址で出土したと伝えられる青銅金鼓を拝見させていただき、調査をおこなっ
た。なお、同日仏教史の観点から図像の検討をおこなった分担者の倉西が帰国。
９月７日からは東国大学校附属博物館で石造宝篋印塔本体の実測図作成を
おこなう。同日写真撮影を担当していた副島・白岩が帰国。
９月８日は石造宝篋印塔の実測を継続し、夕刻図面を完成させた。
９月９日、東国大学校での調査を終了させ、崔應天氏のご案内で国立中央
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博物館、サムスン美術館リウム、ホリン・ミュージアムなど韓国を代表する
博物館を訪問し、関連文化財の見学をおこなう。午後、加島・塚田・伊藤・
阿部の４名が帰国し、現地調査は終了した。
以上７日間の調査では、これまで日本において正式な報告がなされていな
かった韓国の石造宝篋印塔に関する多彩な情報を収集することができた。
③収集データの整理と分析
帰国後、10 月から平成 25 年２月まで、東国大学校で調査を実施した石
造宝篋印塔の写真整理と実測図の製図に取り組んだ。とくに実測図の製図に
ついては、従来の手作業ではなく、現地で作成した原図をスキャニングし、
その画像をパソコン画面上で製図ソフトのイラストレーターを使用してト
レースするというデジタルトレースでおこなった。彫刻の細部については撮
影写真を利用し、パソコン画面上でオーバーラップさせて比較検討するとい
う方法もとった。結果として正面図、断面図とともに、石造物表面に施され
た釈迦の本生譚、及び仏伝図など、石造物の全体から細部彫刻までを製図し
て完成させることができた。
④検討会の開催と報告
現地調査と帰国後の整理と分析をもとに、２月 20 日に全員が顔をあわせ
て調査成果の検討会をおこなった。これまでの研究史、遺跡の状況、石造宝
篋印塔の形態復元、図像の内容分析、関連遺物などについて議論をおこなう
とともに、これらの成果を踏まえた報告文の執筆分担を決め、報告文作成に
取り組むこととした。
（２）国内外における位置づけとインパクト
今回の調査研究によって、これまで日本において正式な報告がなされてい
なかった韓国の石造宝篋印塔ついて、その全体と細部の写真、実測図、また
出土地の状況や関連文化財など、仏教史・美術史・考古学に関する極めて詳
細な情報を収集することができた。
その意義を述べれば、本資料は彫刻された図像の内容に中国呉越王の銭弘
大正大學研究紀要
　
第九十九輯
182
淑が造成配布した金銅塔（銭弘淑塔）の影響が強く反映されているものの、
その表現技法においては韓国独自の造形特徴が認められる。しかし図像や形
式においては我が国鎌倉時代に流行した宝篋印塔との関連性は低く、10 ～
11 世紀代の東アジアにおける仏教文化の伝播のあり方をうかがい知る貴重
な資料であることが指摘される。
また石造宝篋印塔の図像細部の検討をおこなったことで、加工痕の観察か
ら製作時の技術と後世における加工のちがい、塔身部中央における舎利孔の
存在の確認など、新たな成果を得たことも大きな成果であり、本資料が舎利
塔としての機能を有していたことは、日本における導入期の宝篋印塔の意味
を考えるうえで、今後考慮しなければならない観点かと思われる。
出土地が高麗時代の首都である開城から遠く南に離れた山間の寺院であっ
たことを確認したことも、当時における宝篋印塔の受容の実態を考えるうえ
で、重要な成果といえる。
以上のように、本研究は石造宝篋印塔を中心にして 10 ～ 12 世紀の東ア
ジアにおける仏教文化の伝播について、韓国での実態調査を踏まえたこれま
でにない研究であり、美術史、考古学、仏教史いずれの分野においても重要
な意義を有する研究成果と考える。
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研 究 課 題
旧東欧におけるスピリチュアル文化の展開
――ブダペストを中心とした仏教運動について――
研究代表者 弓山　達也（人間学部教育人間学科　教授）
１．研究目的
本研究は、旧東欧において広がる宗教復興、その中でも特に仏教運動（ま
たは仏教に象徴される東洋宗教）への関心の高まりを、スピリチュアル文化の
一側面としてとらえることの可能性を検討し、これまで西洋先進国に特徴的と
されてきたスピリチュアル文化と旧東欧の宗教復興との同時代性を解明する
ことを目的とする。調査地はハンガリーの首都ブダペストであるが、同国は人
種的にはアジア系で東洋文化への親近感は強く、また西欧最初のチベット学者
チョーマ・ド・ケレスを国民的英雄に、ダライ・ラマをブダペスト名誉市民と
し、国として仏教界に公認を与えている。韓国系やチベット系の仏教団体の
布教が行われ、法門仏教大学（A Tan Kapuja Buddhist College）が首都にあり、
また報告者が教鞭を執ったエトヴェシュ・ロラーンド大学（Eötvös Loránd 
University ＝ ELTE）では仏教講座が準備されるなど、仏教研究も盛んである。
そもそも 1990 年以降の旧東欧の宗教復興は、西洋先進国の新しい宗教意
識であるスピリチュアリティへの関心の高まりと期を一にしてきた。その中
にあって旧東欧の仏教運動が、信仰や学問の対象であると同時に文化的ブリ
コラージュ、あるいはオルタナティブな社会実践としてとらえ得ることが可
能であり、本研究を通じて社会変動期における宗教の変容や社会に及ぼす機
能の一端が解明されるものと期待できる。
２．研究方法
本研究ではハンガリーにおける日本／仏教文化情報の収集とハンガリー
二三
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二四
人仏教信仰者・関心層 31 名のインタビューを中心に調査を実施した。前者
は上記 ELTE の日本語学専攻の大学院生と協働し、マジャール語の新聞記事
データベースとウェブサイト上のニュース情報を収集・整理を行い、検討し
た新聞記事は 31 件とウェブページ上のニュース 19 件となった。
新聞記事データベース（2007 ～ 12 年）からは記事を「セックス」「イン
ターネット」「高齢者」「領土問題」「自殺」「幸福」「文化と哲学」「ファッショ
ン」「自信」「放射能」の 10 項目にカテゴライズし、報告者が担当した講義
において記事の要約と報告者の解説と質疑応答を行った。ウェブサイト上の
ニュース（2010 ～ 2013 年）は「仏教徒迫害」「宗教法改正」「ダライ・ラマ」
「ピリシュ（Pilis）山渓」の４つにまとめ逐語訳を行った。
こうした作業を通じて、ブダペスト市内・近郊にはいくつかの系統の仏
教教団が確認されたが、そのうち報告者は曹洞宗系（Taisenji Zen Temple）、
臨済宗系（ONE DROP ZENDO）、新宗教系（創価学会ハンガリー支部）の仏
教施設を訪問し、参禅・集会等の参加を行った。また同市内の法門仏教大
学を通じて上記のハンガリー人仏教信者・関心層 31 名のインタビューを行
い、フェイスシート部分のアンケート項目は、国際社会調査（International 
Social Survey Programme）や世界青少年意識調査（World Youth Survey）
を参照し、比較が可能なように配慮されている。
インタビューは法門仏教大学大学院生にインタビュートレーニングをほど
こし、半構造化面接法を用いて実施。質問項目は英語、回答はマジャール語
であるが、内容は日本語訳されている。なお、インタビューイーの内訳は仏
教信仰者 10 名、仏教関心者 13 名、仏教学習者６名、これ以外の関わりを
有する者２名となっている。
３．研究成果と公表
（１）研究成果
現在、インタビュー内容の検討を行っているが、ハンガリー人の仏教への
関心の道程には①歴史的には社会主義から自由主義への転換による規範の喪
失、②社会主義時代に醸成されたキリスト教への失望、③自らの出自をアジ
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アに求めようとするハンガリー人的特質があげられよう。同時に④瞑想など
の身体技法による心の陶冶、⑤仏教の教えの相対的なわかりやすさ、⑥武道
や日本趣味との関連もハンガリー人にとって魅力となっている。いずれにせ
よ仏教が既存の宗教伝統とは異なる形、つまり新しい宗教意識（スピリチュ
アリティ）として受容されていることがうかがえる。
上述の検討を進めていくうえで、社会主義時代の宗教政策とその後の転
換、キリスト教との関連が重要なファクターとなっていることが判明した。
特に 1989 年の政変後、多くの宗教教団が公許を得て活動を開始した。しか
し 2011 年末に施行された新しい宗教法令では、法律上 14 の宗教団体のみが
既得権を有することなった（それ以外の資格を持っていない団体は共同体と
して承知されている）。この宗教法令により小規模の宗教団体が不利な状況に
陥ったため、宗教法令の改善を目指す声があがり、改善提案が国会に提出さ
れるような動きが見られるなど、宗教界・政界にまたがる混乱を招いている。
同時にキリスト教界から、既存の教会体制によらない伝道活動も登場して
いる。例えばカトリック司祭（同時に精神衛生学の専門家でもある）パール・
フェレンツ（Pál Ferenc）は、毎週の火曜日夜に約 1000 名の聴衆を集め公
共施設で講演を行い、それは「パールフェリ（Pál Feri）現象」とさえ呼ば
れている。また国際的なパワースポットとして知られる先述のピリシュ山渓
には宗教施設が建立されるものの、その中心にあるドボゴーク（Dobogókő）
には、こうした宗教施設とは無関係にエネルギーを求める人々の巡礼が展開
されている。新しい宗教意識（スピリチュアリティ）としての仏教への関心
は、こうした動向と無関係ではない。
（２）公表
今後、上記報告の詳細を日本宗教学会（９月）で口頭発表、大正大学宗教学
会機関誌『宗教学年報』（上半期刊行）において報告していく。同時に 31 名
のインタビューイーの中から典型的な仏教信仰者のライフヒストリーの聞き取
り調査を行うべく今年度中に再度ブダペストでの調査を実施する予定である。
